
1 
 

２０１０．３．２７ 
電機産業・危ういその存立基盤 

                              大西勝明（専修大学） 
  

一．はじめに 

電機産業・電子工業・電子機械工業・電子情報産業（電子工業＋ＩＴソリューショ

ンサービス）：電子情報技術産業協会（２０００年日本電子機械工業会と日本電子工業

振興協会とが統合・ＪＥＩＴＡ）、電気機械器具製造業・情報通信機械器具製造業・電

子部品・デバイス製造業：工業統計表 
多数の従業者、巨額な出荷額（２００５年生産指数ウエイト：１７％）、革新的役割

（ICT 革命）：戦略的産業（陰り） 

１．２１世紀における日本電機産業の変化 
２．国際環境の変化 

３．日本電機産業：変革の可能性 

 

二．２１世紀における日本電機産業の変化 

１．長期的停滞生：表１、表２ 

生産額の低迷、企業収益の悪化、競争力の低下、事業所、従業者数の減少、製品構成

の変化、輸出先の変更、国際分業の変化→産業再編成 

  （事業所数、従業員数、付加価値額・現金給与総額の推移） 

（１）事業所数は、２００２年に比較して、２００７年には、４人以上で２，３００以

上、３０人以上で２２６件減少している。 

（２）従業員数は、同年間、電気機械では減少しているが、情報通信、電子部品・デバ

イスでは、現状維持、ないし、微増している。ただし、３０人以上の正規従業員と

なると、２００５年、２００７年には増加しているが、減少傾向にある。総従業者

に占める正規従業者の比率は、２００２年の８１．６％から２００７年の７３．６％

へと８ポイントも下落している。また、電子部品・デバイス、集積回路、電子計算

機等における２０００年の数値と比較した２００７年の事業所数、従業者数の減少

が顕著である。典型的なのは、電子計算機等である。一定の空洞化が推測される。

逆に、１，０００人以上の電子部品・デバイスは、健闘（持続的）している。 

（３）４人以上の付加価値額は、２００５年に低下しているものの、その他の年には上

昇している。３０人以上の現金給与総額は、従業者減に対応して、現状維持的であ

る。労働生産性は、それなりに上昇している。 

（４）電気機械器具製造業全体の事業所数は、４人以上の場合、２００２年の２２，３

８０から、２００７年の１９，９９２事業所へと２，３８８減少している。３０人

以上の場合は、同年間、２２６件の減少にとどまる。 
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（５）電気機械では、同年間、４人以上で１，５３９、３０人以上で１５２の事業所が

減少している。 

（６）情報通信では、同年間、４人以上で１，５３９、３０人以上で１５２の事業所が

減少している。 

（７）電子部品・デバイスでは、同年間、４人以上で３６９事業所の減少、３０人以上

では逆に、６２事業所増えている。 

（８）電気機械器具製造業全体の従業者数は、２００２年の１，３２６，３４０人から

減少していたが、４人以上の場合、２００６年より増加し、２００７年には、１，

３４１，５０４人に達している。３０人以上では、２００２年の１，１３３，３９

３人から２００７年の１，１６８，７０６人へと約３万５，０００人増加している。 

（９）電気機械では、同年間、４人以上で約１万８，０００人、３０人以上で約６，０

００人減少している。 

（１０）情報通信の従業者数は、４人以上の場合、２００２年の２３０，９３０人から 

か減少していたが、２００６年より増加し、２００７年には、２３１，４８５人へ 

と増加している。３０人以上も類似した傾向をたどり、同年間に１１，６６０人増 

え、２１１，９９０人に達している。 

（１１）電子部品・デバイスでは、４人以上で２００４年、２００５年に減少していた 

が、２００６年、２００７年には増加し、２００２年より約３３，０００人増え、 

５２８，０９５人になっている。３０人以上も類似した傾向をたどり、同年間に約 

３７，０００人増え、４８３，３４８人に達している。 

（１２）電気機械器具製造業の４人以上の全体の付加価値額は、２００２年の１４５， 

７８１億円から２００５年には下落しているが、２００７年の１７５，２６７億円 

へと持続的に拡大している。３０人以上の現金給与総額は、２００２年の６２，２ 

６９億円から２００７年の４９，４７７億円へと低迷状態にある。 

（１３）電気機械の４人以上の付加価値額は、２００４年には低下しているが、２００ 

７年の６８，５８７億円までに、持続的に僅かながら上昇している。３０人以上の 

現金給与総額は、２００２年の１３，６４０億円から２００７年の１１，４０４億 

円へと低迷している。 

（１４）情報通信の付加価値額は、４人以上の場合、２００２年の２９，９３９億円か 

ら２００７年の３６，６８１億円まで一貫して増加している。３０人以上の現金給 

与総額は２００３年、２００４年、２００６年に減少し、２００７年には、２００ 

２年より２，２３６低い１１，４０４億円になっている。 

（１５）電子部品・デバイスの付加価値額は、４人以上で２００５年には減少している 

が、他の年では増加し、２００７年に６９，９９９億円となっている。３０人以上 

の現金給与総額は２００３年に減少しているが、２００７年には、２００２年水準 

の２３，７０６億円となっている。 
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２００４年には、４人以上の電子部品・デバイスの付加価値額が、電気機械の付 

   加価値額を上回り、電気機械以上の労働生産性の伸びを示している。電気機械の従

業者数は、一貫して電子部品・デバイスの従業者数より多く、２００７年には、約

５４，０００人多い、４５０，５１２人となっている。電気機械では、小規模企業

が多く存続している。 

２．産業用機器から電子部品へ 

 （１）生産総額は、２年程度の周期で増減を繰り返し、２００７年をピークに低下傾向。 

（２）生産総額に対する輸出総額の割合は、７割程度で、増大傾向にある。 

（３）民生用、産業用、電子部品・デバイスの輸出の構成比は、２００８年で、１１．

６，１４．８，７３．６であり、民生用、産業用の構成比は低下、電子部品・デバ

イスは、増加。 

（４）民生用の生産額の電気機械工業全体に占める割合は１４％程度。輸出額は現状維

持的で生産額対輸出額は８割から５割台に低下。 

（５）産業用の輸出額の電気機械工業全体に占める割合は、２００３年の４９．８％か

ら２００４年には４０％を切り、２００８年には、３２．９％となる。 

（６）産業用の輸出額は、生産額の３割程度。 

（７）電子部品・デバイスの生産額は、電気機械工業全体の生産額と類似した動向を示

し、約２年周期で、長期停滞。電子部品が生産額の過半を占めるに至るが、デバイ

スは、２０００年水準を回復していない。 

 （８）電子部品・デバイスの輸出額は２００１年から２００７年まで増加、２００５年

から２００７年まで輸出額が生産額を上回っている。 

（９）輸入総額は、２００２年より２００７年にかけて増加している（２００６年低下）。 

（１０）民生用の輸入は低迷状態、輸入額全体に占める民生用の輸入は８％程度。 

２００２年に産業用を上回り、２００６年には全体の５割を超え、２００８年には

５２．２％となる。 

（１１）産業用の輸入は２００３年から２００７年にかけて増加傾向、輸入額全体に占

める産業用の輸入は３５％程度。２００３年より、輸入額が、輸出額より大きい。

産業用では、計算機に見られるように、輸出額より、輸入額が、大きい。 

（１２）電子部品・デバイスの輸入額は２００２年から２００５年にかけて増加、２０ 

  ０６年、２００８年低下。輸入額全体に占める電子部品等の輸入は５０％程度。 

３. 海外依存の進行・生産額に対する輸出入額・対外直接投資 

 （貿易） 

生産に対する輸出入の割合は、２００年を契機に、大きく変化している。２００１年

全体で、１００対５５対３３が２００３年には、１００対６６対３７となる。産業用、

特に、計算機の落ち込みが影響している。 

電子部品・デバイスは、高い輸出入依存（生産額以上の輸出額、輸入額は生産額の５
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０％程度）を示している。輸入額全体に占める産業用の輸入額は増加、また、国際化、

国際分業の進展、競争力の低下を反映して、輸出額を上回っている。 

（対外直接投資） 

１．電気機械の対外直接投資は持続的に増大し、アジアのウエイトが上昇している。ア

ジア新興国、中間所得層への対応が課題とされている。ＰＣ、約９割、ＡＶ機器７割

を海外で生産。電子部品生産も海外にシフトする傾向。 

２．海外ウエイトの増大・ソニー、東芝を筆頭に海外の売上高ウエイトが過半を超えて

いる。三菱、富士通は国内が重点。ＮＥＣ：２０１０年国際分業の実態（中国の工場

を経由して北米へ輸出）については別途考察の必要。 

 

三．深刻な諸問題 

１．企業の業績悪化とリストラクチャリングの追求・産業再編成の進展  

リーマンショック後の低迷は深刻であった。生産の停滞、企業収益の悪化、リストラ

クチャリング、雇用の減少、コスト削減、電子ドラスィックなリストラ、外需。 

   DRAM：ルネサステクノロジに集約 

フラッシュメモリー：東芝設備増強・インフラ整備 

 世界的な寡占化：原子力発電、 

ＤＲＡＭ：サムソン、ハイニックス、エルピーダ、マイクロンテクノロジ 

ＮＡＮＤ型フラッシュメモリー：サムソン、東芝、ハイニックス、マイクロンテク

ノロジ。他方で、デジタル家電分野で、上位企業のシェアを中下位メーカーが切り

崩す。１９９１年、２０１０年比較：純利益上位２０社電気消え、通信・商社浮上。  

２．国際的な競争の激化 

 世界生産に占めるＪＥＩＴＡ企業(日系)の割合（ ２００８）ＪＥＩＴＡ 

     世界生産額               日系企業  うち国内生産 

電子工業         １７９．２兆円     

   電子機器          １１７．７兆円 

    ＡＶ機器          ２４．５兆円 ４０％   （２９％）  

    通信機器          ３３．６兆円 １４％   （５６％） 

    コンピュータ・情報端末   ４６．４兆円 ２０％   （２３％） 

    その他           １３．３兆円 １８％   （７０％） 

   電子部品・デバイス     ６１．５兆円   

    半導体           ２７．９兆円 ２１％   （７７％） 

    電子部品          ２１．２兆円 ４２％   （３６％） 

    ディスプレイ        １２．４兆円 ２６％   （７４％） 

  ＩＴソリューションサービス ５７．９兆円   １０％   （１００％） 

 電子情報産業        ２３７．１兆円 
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近年の電子情報産業の推移（兆円、％） 

                             2007   2008                 2007  2008 

世界生産額        236.4  223.5  -5  日系企業 51.4  47.7  -7 

    ＡＶ機器          23.8  21.8 -8            9.7   9.6  -1 

    通信機器          33.4  30.5 -9            5.1   4.3 -17 

    コンピュータ・情報端末   46.4  44.3 -5            9.1   8.6  -5 

    その他           13.4  12.2 -9            3.0    2.5 -16 

電子部品・デバイス      22.3  20.3  -9              9.6   8.4 -13 

     ディスプレイ        12.3  11.1 -10            2.9   2.8  -4 

    半導体           30.0  25.8 -14           6.4   5.7 -10 

    ＩＴソリューションサービス 54.8  57.7    5              5.6   5.7   2  

  日系企業の下落割合が大きい。      

 

（１） 韓国企業の躍進 

韓国企業との競争の激化、サムソンの優位性、サムスンの概要。 

迅速な意思決定、巨額な設備投資、国際化：８５％ 

サムソンのシェア 

ＤＲＡＭ：３５．５  液晶パネル：２５．７  ＮＡＮＤ型フラッシュメモリー 

：３９．３ 

 （２）中国企業の台頭 

 （３）日韓中の安定した交易構造の動揺 

日本が先端、韓国が大量生産、中国がローエンドという日中韓の２０世紀型の貿易

関係・安定した体制が変容している。新興国中間所得層（５００１ドル～３万５０

００ドル以下）への対応。 

 

   服部民夫「東アジアにおける中国経済の出現－そのインパクトと将来－」（ 

 １９９０～２００４） 

日本：対中赤字、韓国：対日赤字、中国：対韓赤字：３国貿易収支、拡大、均等の方向。 

貿易関係、量的拡大と工業製品分野へのシフト、製造業の分業関係に対応し、相互依存

の深化が進行している。 

  中国、韓国、日本の工業化のパターンを軸に工業製品の３国間での貿易動向を考察し

ている。 

「技術・技能の必要な主としてＨＳ８４においては日本が他の二国に供給し、技術・技能

節約的で高度なレベルの大量生産が必要な主としてＨＳ８５は韓国が供給し、中国は安い

労働力を利用してそれらを組み立てる、という分業関係が形成されたとみられる。」 

この分業関係はそれぞれの比較優位を確保しており、かなり安定的な体制で、当面、こ
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の体制が維持されると思われる。 

服部氏の見解に対しては、実証的に対処する必要がある。 

（１）貿易統計の集約変更により、有効な対応が出来ない。  

（２）中国、韓国の台頭により、安定的とされた体制は動揺している。 

 

四．変革の可能性 

１．産業連関の見直し 

安定した産業構造・産業連関表 

 民生用から電子部品へ → 素材へ、 グリーンエネルギー 

 ２．１国を超えた安定した市場指向   

３．労働生産性の向上、イノベーションの推進 

EMS・生産委託・ビジネスモデル 

   システム分野の開拓・カーエレクトロニクス・世界標準 

組み込みソフトの標準化 

組み込みスキルマネージメント協会 

ＣＨＡdeＭＯ協議会：電気自動車充電器  

ＪＡＳＰＡＲ：２００５年２２％→２０１５年搭載電装部品のコスト４０％ 

 


